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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自 2017年９月１日
至 2018年２月28日

自 2018年９月１日
至 2019年２月28日

自 2017年９月１日
至 2018年８月31日

売上高 (百万円) 3,493 3,141 6,818

経常利益 (百万円) 456 353 916

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 258 185 538

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 321 218 645

純資産額 (百万円) 3,915 4,216 4,145

総資産額 (百万円) 5,616 5,615 5,625

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 64.68 46.47 134.66

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 66.9 72.2 71.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 190 635 481

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △30 5 △42

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △139 △147 △233

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,773 3,426 2,945

回次
第48期

第２四半期
連結会計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年12月１日
至 2018年２月28日

自 2018年12月１日
至 2019年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 42.29 28.47

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、企業の広報活動の支援・コンサルティング業務を中心としたＰＲ事

業を行っております。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　また、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連

結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間の日本経済は、堅調に推移する企業業績や個人消費の持ち直しなどから、景気は緩や

かな回復が継続しています。一方、貿易摩擦による海外経済減速への懸念、不安定な株価による海外経済の先行き

への不透明感が拭えない状況が続いています。

このような状況のもと、既存リテナークライアントとの契約継続、メディアトレーニングや危機管理コンサルテ

ィング、訪日外国人向けインバウンド案件/中国向けインバウンド案件/中国企業の日本でのＰＲといったアウトバ

ウンド案件を堅調に受注しました。加えて、増加傾向にある新規引き合いに対して、積極的かつ継続的な営業・提

案活動を実施しました。しかしながら、前期、業績に寄与したスポット案件等をまかなうことができなかったこと、

人材・システム等への投資による経費の増加を吸収できなかったことから、減収減益となりました。

国内の連結子会社におきましては、２社において、複数のＩＴ、ヘルスケアなどのリテナー業務、スポット業務

を受注し、堅調な業績となりました。一方、１社において、前期、業績に寄与した案件と同水準の新規受注が獲得

できなかったため、減収減益となりました。これらの結果、国内連結子会社全体では、減収増益となりました。

海外の連結子会社のうち、中国の連結子会社においては、販促・プロモーションに力を入れる自動車メーカー、

精密機器メーカー、消費財メーカーなどの複数のスポット業務を受注したものの、前期の業績には届かず、減収減

益となりました。また、シンガポールの連結子会社においては、シンガポール・インドネシアはじめ東南アジアの

複数国にて、自動車関連メーカー、ゲームメーカーなどから複数の業務を受注しました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は3,141百万円（前年同四半期比10.1％減）、営業利益は349

百万円（前年同四半期比23.2％減）、経常利益は353百万円（前年同四半期比22.6％減）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は185百万円（前年同四半期比28.2％減）となりました。
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当第２四半期連結累計期間における主な勘定科目等の増減の状況は次のとおりです。

（売上高）

当第２四半期連結累計期間において売上高は3,141百万円と前年同四半期連結累計期間に比べ351百万円（△10.1

％）の減収となりました。

これは、シンガポール子会社や国内子会社１社及び中国子会社１社において増収となったものの、当社単体の売

上高が151百万円（△7.8％）の減収となったことに加え、連結子会社３社についても減収となったことによるもの

です。

（営業利益）

営業利益は、349百万円と前年同四半期連結累計期間に比べ105百万円(△23.2％)の減益となりました。これは、

外注費等の売上原価が前年同四半期連結累計期間に比べ330百万円（△12.6％）減少したものの、売上高が前年同四

半期連結累計期間より351百万円（△10.1％）の減収となったことに加え、販売費及び一般管理費が前年同四半期連

結累計期間に比べ83百万円（20.2％）増加したことによるものです。

（経常利益）

経常利益は、353百万円と前年同四半期連結累計期間に比べ103百万円(△22.6％)の減益となりました。これは、

主に当第２四半期連結累計期間に為替差損2百万円減少、有価証券償還益1百万円が発生したものの、営業利益が105

百万円(△23.2％)の減益となったことや、貸倒引当金戻入額1百万円が減少したことによるものです。

（親会社株主に帰属する四半期純利益）

親会社株主に帰属する四半期純利益は、185百万円と前年同四半期連結累計期間に比べ72百万円(△28.2％)の減益

となりました。これは、法人税等が前年同四半期連結累計期間に比べ28百万円減少したものの、経常利益が103百万

円(△22.6％)の減益となったことに加え、非支配株主に帰属する四半期純利益2百万円が減少したことによるもので

す。
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② 財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、5,112百万円と前連結会計年度末に比べ28百万円の増加

となりました。これは、受取手形及び売掛金498百万円、有価証券25百万円が減少したものの、現金及び預金504百

万円、たな卸資産99百万円が増加したことが主な要因であります。

　

（固定資産）

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、503百万円と前連結会計年度末に比べ38百万円の減少と

なりました。これは、投資その他の資産に含まれる長期性預金16百万円が減少したことが主な要因であります。

（流動負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、1,219百万円と前連結会計年度末に比べ74百万円の減少

となりました。これは、未成業務受入金14百万円、流動負債のその他に含まれる未払金107百万円、未払費用25百万

円が増加したものの、支払手形及び買掛金106百万円、賞与引当金56百万円、未払法人税等51百万円が減少したこと

が主な要因であります。

（固定負債）

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、179百万円と前連結会計年度末に比べ7百万円の減少と

なりました。これは、役員退職慰労引当金が6百万円減少したことが主な要因であります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、4,216百万円と前連結会計年度末に比べ71百万円の増加となりま

した。これは、為替換算調整勘定8百万円が減少したものの、非支配株主持分42百万円、利益剰余金37百万円が増加

したことが主な要因であります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、法人税等の支

払額162百万円、配当金の支払額147百万円、仕入債務の減少額92百万円等の要因により減少したものの、税金等調

整前四半期純利益353百万円、売上債権の減少額486百万円等の要因により、前連結会計年度末に比べ480百万円増加

し、当第２四半期連結会計期間末は3,426百万円となりました。

　

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は、635百万円(前年同四半期は得られた資金190

百万円)となりました。これは、主にたな卸資産の増加額104百万円、仕入債務の減少額92百万円、法人税等の支払

額162百万円が生じたものの、税金等調整前四半期純利益353百万円、売上債権の減少額486百万円が生じたことなど

によります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果得られた資金は、主に定期預金の預入による支出7百万円、無

形固定資産の取得による支出9百万円が生じたものの、有価証券の償還による収入25百万円が生じたことにより、5

百万円(前年同四半期は使用した資金30百万円)となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において財務活動に使用した資金は、配当金の支払額147百万円が生じたことにより、

147百万円(前年同四半期は使用した資金139百万円)となりました。

　

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,716,000

計 18,716,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年４月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,679,010 4,679,010
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 4,679,010 4,679,010 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

　2018年12月１日～
2019年２月28日

― 4,679,010 ― 470 ― 374
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(5) 【大株主の状況】

2019年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

Ｃａｖｅｎｄｉｓｈ Ｓｑｕａｒ
ｅ Ｈｏｌｄｉｎｇ Ｂ．Ｖ．

（常任代理人 オグルヴィ・ア
ンド・メイザー・ジャパン合同
会社）

Ｌａａｎ ｏｐ Ｚｕｉｄ １６７，３０７２
ＤＢ Ｒｏｔｔｅｒｄａｍ，
Ｔｈｅ Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄｓ
（東京都渋谷区恵比寿4-20-3）
　

935 23.42

矢島 婦美子 川崎市麻生区 885 22.15

野村 しのぶ 東京都渋谷区 394 9.86

矢島 さやか 川崎市麻生区 367 9.20

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 281 7.04

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋1-4-10 252 6.32

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣ
ＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人 モルガン・スタ
ンレーＭＵＦＧ証券株式会社）

２５ Ｃａｂｏｔ Ｓｑｕａｒｅ， Ｃａｎ
ａｒｙ Ｗｈａｒｆ， Ｌｏｎｄｏｎ Ｅ１
４ ４ＱＡ， Ｕ．Ｋ．
（東京都千代田区大手町1-9-7）

166 4.17

小山 純子 東京都世田谷区 59 1.50

プラップジャパン従業員持株会 東京都港区赤坂1-12-32 34 0.85

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩ
ＮＥＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ Ｏ
ＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ
（ＣＡＳＨＰＢ）
（常任代理人 野村證券株式会
社）

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ，
ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ， ＵＮＩＴＥＤ
ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋1-9-1）

29 0.75

計 ― 3,407 85.26

(注) 上記のほか当社所有の自己株式682,828株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 682,800

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,956 ―
3,995,600

単元未満株式
普通株式

― ―
610

発行済株式総数 4,679,010 ― ―

総株主の議決権 ― 39,956 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が28株含まれております。

② 【自己株式等】

2019年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社プラップジャパン

東京都港区赤坂１-12-32 682,800 ― 682,800 14.59

計 ― 682,800 ― 682,800 14.59

(注) 上記の表は、完全議決権株式（自己株式等）の明細であります。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年12月１日から2019年

２月28日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年９月１日から2019年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,237 3,741

受取手形及び売掛金 1,372 873

電子記録債権 35 32

有価証券 25 －

たな卸資産 ※１ 279 ※１ 378

その他 141 89

貸倒引当金 △6 △4

流動資産合計 5,083 5,112

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 40 37

その他（純額） 33 27

有形固定資産合計 73 65

無形固定資産

借地権 0 0

ソフトウエア 32 31

無形固定資産合計 32 31

投資その他の資産

差入保証金 260 255

繰延税金資産 100 94

その他 79 59

貸倒引当金 △5 △3

投資その他の資産合計 435 406

固定資産合計 542 503

資産合計 5,625 5,615
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 619 512

未払法人税等 133 82

未成業務受入金 209 224

賞与引当金 99 43

その他 231 356

流動負債合計 1,293 1,219

固定負債

役員退職慰労引当金 38 31

退職給付に係る負債 148 148

繰延税金負債 0 0

固定負債合計 187 179

負債合計 1,480 1,398

純資産の部

株主資本

資本金 470 470

資本剰余金 374 374

利益剰余金 3,596 3,634

自己株式 △434 △434

株主資本合計 4,007 4,045

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 0 －

為替換算調整勘定 16 8

その他の包括利益累計額合計 17 8

非支配株主持分 120 162

純資産合計 4,145 4,216

負債純資産合計 5,625 5,615
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年９月１日
　至 2018年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日
　至 2019年２月28日)

売上高 3,493 3,141

売上原価 2,623 2,293

売上総利益 869 848

販売費及び一般管理費 ※１ 415 ※１ 499

営業利益 454 349

営業外収益

有価証券償還益 － 1

受取利息 0 0

貸倒引当金戻入額 3 1

受取手数料 － 0

その他 1 0

営業外収益合計 5 4

営業外費用

為替差損 3 0

その他 0 －

営業外費用合計 3 0

経常利益 456 353

税金等調整前四半期純利益 456 353

法人税等 147 119

四半期純利益 308 233

非支配株主に帰属する四半期純利益 50 48

親会社株主に帰属する四半期純利益 258 185
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年９月１日
　至 2018年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日
　至 2019年２月28日)

四半期純利益 308 233

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0 △0

為替換算調整勘定 13 △14

その他の包括利益合計 12 △14

四半期包括利益 321 218

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 266 176

非支配株主に係る四半期包括利益 55 42
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年９月１日
　至 2018年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日
　至 2019年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 456 353

減価償却費 12 14

のれん償却額 1 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 △6

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △8 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △55

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △3

受取利息及び受取配当金 △0 △0

有価証券償還損益（△は益） － △1

売上債権の増減額（△は増加） △312 486

たな卸資産の増減額（△は増加） △149 △104

仕入債務の増減額（△は減少） 236 △92

その他 101 208

小計 284 797

利息及び配当金の受取額 0 0

法人税等の支払額 △95 △162

営業活動によるキャッシュ・フロー 190 635

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7 △7

有価証券の取得による支出 △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △8 △5

無形固定資産の取得による支出 △6 △9

有価証券の償還による収入 － 25

貸付金の回収による収入 5 1

敷金及び保証金の差入による支出 △17 △0

敷金及び保証金の回収による収入 4 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △30 5

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △139 △147

財務活動によるキャッシュ・フロー △139 △147

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 △12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 31 480

現金及び現金同等物の期首残高 2,742 2,945

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,773 ※１ 3,426
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日 至 2019年２月28日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日 至 2019年２月28日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日 至 2019年２月28日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日 至 2019年２月28日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

前連結会計年度
(2018年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年２月28日)

未成業務支出金 275百万円 374百万円

貯蔵品 4百万円 3百万円

計 279百万円 378百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2017年９月１日
至 2018年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日
至 2019年２月28日)

役員報酬 56百万円 53百万円

給料手当 115百万円 137百万円

貸倒引当金繰入額 △0百万円 △1百万円

賞与引当金繰入額 13百万円 9百万円

退職給付費用 1百万円 2百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円 4百万円

減価償却費 3百万円 3百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2017年９月１日
至 2018年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日
至 2019年２月28日)

現金及び預金 3,095百万円 3,741百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △321百万円 △315百万円

現金及び現金同等物 2,773百万円 3,426百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2017年９月１日 至 2018年２月28日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月29日
定時株主総会

普通株式 139 35 2017年８月31日 2017年11月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2018年９月１日 至 2019年２月28日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月29日
定時株主総会

普通株式 147 37 2018年８月31日 2018年11月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2017年９月１日 至 2018年２月28日)

当社グループは、企業の広報活動の支援・コンサルティング業務を中心としたＰＲ事業のみの単一セグメントで

あるため記載を省略しております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2018年９月１日 至 2019年２月28日)

当社グループは、企業の広報活動の支援・コンサルティング業務を中心としたＰＲ事業のみの単一セグメントで

あるため記載を省略しております。

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

(デリバティブ取引関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間

(自 2017年９月１日
至 2018年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年９月１日
至 2019年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 64円68銭 46円47銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 258 185

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(百万円)

258 185

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,996 3,996

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年４月12日

株式会社プラップジャパン

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 井 修 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 金 井 睦 美 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プラッ

プジャパンの2018年９月１日から2019年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2018年12月１日から

2019年２月28日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年９月１日から2019年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラップジャパン及び連結子会社の2019年２月28日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年４月12日

【会社名】 株式会社プラップジャパン

【英訳名】 PRAP Japan, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 鈴 木 勇 夫

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂一丁目12番32号 アーク森ビル

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長である鈴木勇夫は、当社の第49期第２四半期（自 2018年12月1日 至 2019年２月28日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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